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〔農地の状況〕
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１ 中国四国地域の気象、農地の状況、農業構造
（２）農業構造
１）農業労働力の現状

基幹的農業従事者の年齢構成割合（令和５（2023）年）

３

基幹的農業従事者数（個人経営体）
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資料：農林水産省「農林業センサス」(2015)、農業構造動態調査(2021.2023)
注：基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。
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○ 中国四国地域の農業を支える基幹的農業従事者は、令和５（2023）年において15.1万人で、全国
（116.4万人）の約13％を占めているが、減少傾向にある。

○ 平均年齢は71.4歳で、全国平均（68.7歳）より2.7歳高く、高齢化が進んでいる。

○ 基幹的農業従事者の、年齢構成をみると、70歳以上階層で全国を上回っている。
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資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：耕地面積とは、農作物の栽培を目的とする土地のことをいい、けい畔
を含む。

耕地面積の推移（中国四国）

○ 中国四国地域における令和５（2023）年の耕地面積は35.1万haで、全国（429.7万ha）の約８％を
占めているが、中国地域、四国地域ともに減少傾向で推移している。

○ 中国四国地域の１経営体当たりの経営耕地面積は増加し、規模拡大がみられるものの、令和５年
のそれは1.4haで、全国（3.4ha）及び都府県（2.4ha）と比較すると小さい。

経営耕地面積規模別経営耕地面積の割合（中国四国）

１経営体当たり経営耕地面積（令和５年）

資料：農林水産省「令和５年農業構造動態調査」

資料：農林水産省「農林業センサス」
注：経営耕地面積とは、農林業経営体が経営している耕地をいい、自ら所有して
いる耕地(自作地)と他から借りて耕作している耕地(借入耕地)の合計である。

４

１ 中国四国地域の気象、農地の状況、農業構造
（２）農業構造
２）農地及び農業集落の状況



○ 中国四国地域における令和５（2023）年の耕地面積に占める中山間地域の割合は62.3％で、全国
の割合（44.0％）を大きく上回っている。

○ 総戸数９戸以下の山間農業地域の農業集落の割合は全国（2000年8.8％、2020年19.9％）と比べ
る高く2020年は4分の１に達している。

○ このため、農業生産活動の場として重要な役割を担う中山間地域の活性化は、中国四国地域にお
いて大きな課題である。

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：１ 面積調査の調査期日は、令和５（2023）年７月15日現在である。
２ 中山間地域とは、「農林統計に用いる地域区分」（平成13年11月30日付け13統計第956号）で
定められた基準指標（耕地率、林野率等）により設定された都市的地域、平地農業地域、中
間農業地域及び山間農業地域の４つの農業地域類型区分のうち、中間農業地域及び山間農業
地域を合わせた地域を指す。

３ 農業地域類型区分の数値については、市町村別農業地域類型（令和５（2023）年改定）を用
い、該当する市町村（令和５（2023）年４月１日現在）をそれぞれ積み上げた。

５

耕地面積に占める中山間地域の割合（令和５（2023）年）

総戸数が9戸以下の農業集落の割合（％）（中国四国地域）
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品目別農業産出額の構成割合（令和４（2022）年）

＜全国、都府県及び中国四国＞ ＜四国地域＞＜中国地域＞

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
注：１ 品目別農業産出額のその他は、麦類、雑穀、豆類、いも類、工芸農作物、その他作物及び加工農産物の合計である。
２ 全国、都府県及び中国四国の農業産出額は、各県の積上値であり県間で取り引きされた種苗、子豚等の中間生産物が重複計上されている。

６

○ 中国四国地域における令和４（2022）年の農業産出額は8,960億円で、全国（９兆142億円）の
約１割を占めている。

○ 品目別農業産出額の構成割合をみると、中国地域は５県全てで畜産の割合が一番大きい一方、
四国地域では、香川県では畜産が大きいが、愛媛県では果実、徳島県、高知県では野菜の割合が
一番大きくなっている。

１ 中国四国地域の気象、農地の状況、農業構造
（２）農業構造 ３）農業生産額



農産物産出額上位５品目（令和４（2022）年）

（各円グラフ内数値の単位：億円）

７



２ 中国四国地域における農業農村整備の状況
（１）農地の基盤整備等による生産性向上

畑地かんがい施設の整備状況（令和４（2022）年）

水田の整備状況（区画形状）（令和４（2022）年）

○ 中国四国地域の水田の区画整備率は46％（全国68％）となっている。

○ 畑地かんがい施設の整備は36％（全国25％）で、県別には、愛媛県が55％、鳥取県が49％と高
い。

○ 農業競争力を強化するため、農地の大区画化・汎用化、畑地かんがい施設の整備等を実施し、
担い手への農地の集積・集約化や農業の高付加価値化を推進する必要がある。

・基盤整備による農業用水の安定供給による労力軽減と品質・収量の安定化、品質管理の徹
底等による地域ブランドの維持・向上などにより、地区内農家の平均販売額の向上を実現。

畑地かんがい施設の整備（南予用水地区）【愛媛県】

真穴みかんスプリンクラーによる
かん水

資料：農林水産省統計部「耕地及び作付面積統計」（令和４年７月15日時点）
及び農林水産省農村振興局「農業基盤情報基礎調査」（令和３年度）

資料：農林水産省統計部「耕地及び作付面積統計」（令和４年７月15日時点）
及び農林水産省農村振興局「農業基盤情報基礎調査」（令和３年度）

取水を待つトラックの列
（イメージ）

基盤整備 光センサー選果機
による品質管理等

S49～H11 １戸当たり販売額は、
全国平均の約４倍に
増加（ＪＡ西宇和真
穴共選調べ）

計画策定時：H26年度

農地整備（原山地区）【広島県】

・レタス等の高収益作物の大規模農業団地化を進めるため、農地の大区画化等と合わ
せ、農地中間管理機構と連携して、担い手・参入企業への農地集積を促進。
事業実施前(個別農家中心での営農）

農地の集積
が９割以上

事業実施後(中心経営体主体による営農）

農地集積

基盤整備

目標年度：R4年度

８



２ 中国四国地域における農業農村整備の状況
（１）農地の基盤整備等による生産性向上
１）情報通信環境の整備

○ 中国四国地域において、島根県、岡山県、山口県、徳島県及び高知県の５県で、農山漁村振興
交付金（情報通信環境整備対策）を活用し、通信環境の整備に向けた計画を策定。

○ このうち、岡山県では、策定された計画を基に、同交付金を活用し、施設整備を実施中。

９

【岡山県倉敷市】
〔計画策定R4～5、整備R6〕
排水機場、樋門等の遠隔監視
としての水位計、基地局を整
備中

【徳島県阿南市】
〔計画策定R5～6〕
遠隔監視としての監視カメラ、
鳥獣被害わなセンサー、基地
局などの整備に向けた計画策定

【高知県北川村】
〔計画策定R4～5〕
スマート農業（遠隔操縦）、
基地局などの整備に向けた計
画策定

【山口県岩国市】
〔計画策定R4～5〕
排水機場、、分水ゲートの遠
隔監視及び操作、基地局など
の整備に向けた計画策定

【島根県（安来市及び大田市）】
〔計画策定R3～4〕
ため池及び用水路の水位セン
サー、遠隔監視としての監視
カメラ、基地局などの整備に
向けた計画策定



○ 中国四国地域の基幹水利施設は、基幹施設が805施設、基幹水路が3,539㎞整備。これら施設のうち、基幹施
設で52％、基幹水路で49％が標準耐用年数を超過し、近年、経年的な劣化等による漏水等の突発事故の発生が
増加している。

○ 中国四国地域において農業用用排水路の保全・管理に関する集落活動の割合は全国と比べて低く、特に集落
人口9人以下は27.0％（全国40.7％）、高齢化率60％以上は52.7％（全国63.3％）となっており、農業集落の

小規模化や高齢化が進むと農業用用排水路の保全・管理に影響及ぼす可能性がある。

管内の基幹水利施設の標準耐用年数の超過状況

資料：農林水産省農村振興局｢農業基盤情報基礎調査｣(令和４（2022）年３月31日時点)を
用いて試算

注：１「基幹水利施設」とは、農業用用排水のための利用に供される施設であって、その
受益面積が100ha以上のもの。

２ 試算に用いた各施設の標準耐用年数は、「土地改良事業の費用対効果分析に必要
な諸係数について」 による標準耐用年数を利用しており、概ね以下のとおり。
貯水池：80年、取水堰：50年、水門：30年、機場：20年、水路：40年 など
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２．中国四国地域における農業農村整備の状況
（２）農業生産の基盤の保全管理
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資料：農林業センサス農山村地域調査(2015)、地域の農業を見て・知って・活か
すDB (2015)

注：集落人口及び高齢化率は、国勢調査の人口データを農業集落別に推計した
値に基づく



２．中国四国地域における農業農村整備の状況
（２）農業生産の基盤の保全管理
１）突発事故への対応◯ 中四国管内の基幹的水利施設においては、老朽化が進んでおり、パイプライン破裂等の突発事故
が多く発生しており、近年の事故件数は、概ね50件前後で推移。◯ 事故が発生しても営農等に支障のないよう、土地改良施設突発事故復旧事業により早期の施設機
能回復に努めているが、今後、耐用年数超過による突発事故の増加が懸念される。

パイプラインでの突発事故復旧事例 頭首工（堰）での突発事故復旧事例

取水ゲートが倒伏し操作
不能となる事故が発生

地中に埋設された管が破
裂する漏水事故が発生

漏水箇所の管を交換する
ことにより施設を復旧

ゲート設備の復旧により
施設の機能を回復

管内基幹的農業水利施設の老朽化状況

ゲート倒伏箇所
復旧箇所管破裂箇所 復旧箇所

管内農業水利施設の突発事故発生状況

超過施設
52%

非超過施設
48%

基幹施設
（805箇所）

超過施設
49%

非超過施設
51%

基幹水路
（3,539km）

資料：農林水産省農村振興局「農業基盤情報基礎調査」（令和４年３月31日時点）を用いて試算 資料：農林水産省農村振興局調べ（令和4年度末時点）
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○ 農業者や農地面積が減少する中で、全国・中国四国農政局管内の土地改良区の組合員数及び受益面積ともに減少傾向。

○ 土地改良区数は、中国四国農政局管内では、平成10年度は1,405団体であったが、令和５年度には816団体まで減少。

○ 受益面積300ヘクタール未満の土地改良区が全国及び中国四国管内において全体の約７割を占めている。また、専任職員のいない土地
改良区は中国四国管内で6割を占めている。

○管内の土地改良区の組合員数と受益面積の推移、土地改良区
数

（参考）全国、中国四国管内の土地改良区一地区当たりの面積
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２．中国四国地域における農業農村整備の状況
（２）農業生産の基盤の保全管理
２）土地改良区の現状
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H10 H15 H20 H25 H30 R５
面積 組合員数 改良区数

千人又は千ha 土地改良区数(連合を除く)

304千ha

413千ha

816団体

1,405団体

755千人 603千人 417地区
(51.1%
)

193地区
(23.7%
)

191地区
(23.4%)

15地区(1.8%)

100ha未満

100～300ha未満

300～3,000ha未満

3,000ha以上

中国四国農政局管内 300ha未満

○管内の面積規模の土地改良区数の割合

なし

(59.8…
1人

(23.2%)

2人
(9.3%)

３～５人

(6.0%)

６～10人
(1.0%)

11人～20人(0.6%) 21人以上
(0.1%)

○管内の土地改良区の千人職員設置状況



○面積規模別の土地改良区数と職員数 ○運営基盤強化にかかる国からの支援

○ 土地改良区については、農業水利施設の保全管理などの求められる機能を十分に発揮することが使命であり、各土地改良区において、そのための運営体
制を強化・維持していくことが重要。

○ 特に小規模な土地改良区では、十分な職員が確保されておらず経常経費も割高な傾向があることから、合併等を通じた運営基盤の強化が重要。また、規
模にかかわらず、経営状況の見える化や多様な人材の活用等により安定的な運営に向けた取組を進めていくことが重要。

○面積規模別の恒常的経費支出額

3

(令和５年度末、農林水産省)

3,212 
2,531 2,310 

2,901 

2,289 2,346 

2,375 2,276 
2,910 

1,900 1,732 994 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

（円/10アール）
6,113

4,82
0

運営費支出︓職員人件費、役員報酬等
維持管理費支出︓整備補修費、油脂・電力料等

300ha未満 300ha以上～1,000ha未満 1,000ha以上

4,65
6

(令和２年度末、農林水産省)

4,276 4,008 3,903

全国 中四

2,697地区

827地区

501地区

70地区
0.5人/地区

2.0人/地区

6.4人/地区

23.8人/地

区

0

5
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25

30

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

610地区

140地区

58地区

8地区
0.4人/地区 1.4人/地区

3.1人/地区

10.6人/地

区

0

5

10

15

20

25

30

0

200

400

600

800
（地区）（地区） (人)(人)

土地改良区数
土地改良区当たり職員数

全国 中四

土地改良区数
土地改良区当たり職員数

300ha未
満

300～
1,000ha

1,000～
5,000ha

5,000ha以
上

300ha未
満

300～
1,000ha

1,000～
5,000ha

5,000ha以
上 ○土地改良区の合併等に必要となる

統合整備計画の策定（協議会の開
催等）や、事務機器の整備について
支援を行う。

■統合整備の推進

■農業生産基盤の「保全」を進める取組
○地域の農業生産基盤の保全及び土地改良区の運営基盤強化
に関する調査や計画策定に必要な支援を行う。

4,095地区 816地区

■施設管理、運営改善対策
○土地改良施設を確実に保全していくた
め、土地改良区の安定的な収入の確
保や支出の見直しなど、土地改良区の
経営診断や改善指導に必要な支援を
行う。
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２．中国四国地域における農業農村整備の状況
（３）国土強靱化のための農業農村の整備の推進

近年は、短時間に激しく降る大雨の回数が増加傾向にあり、中国四国管内でも豪雨災害が頻発化し、

大きな被害が出ている。

14

管内に発生し過去10カ年（H26～R5）の被害箇所数と被害額

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
1,000
1,100
1,200

0

10,000

20,000

30,000

40,000

被害額（億円）
被害箇所数

（箇所） （被害額（億円））
（億円）

H26 4,025 77

H27 1,884 30

H28 3,965 64

H29 5,154 82

H30 37,313 1,076

R元 1,464 24

R２ 3,691 96

R３ 12,734 355

R４ 1,753 35

R５ 6,124 152

合計 78,107 1,991

年災
被害
箇所数

被害額



○ 中国四国地域のため池は、55,807か所であり、全国の約４割を占めている。

○ 直近10年間（H26～R5）の自然災害による農業用ため池の被災原因は97.8％が豪雨、1.5％が地震
によるもの。

○ このため、管内でも堤体決壊時の浸水範囲や避難場所等を示したハザードマップの作成等のソフ
ト対策と、堤体等の補修・耐震化等のハード対策を組み合わせ、農村地域の防災・減災対策を進め
ている。

ため池の補強対策 使われなくなったため池の廃止

出典：農村振興局整備部防災課調べ
防災重点ため池数は新たな選定基準に
基づき再選定されたもの

注１：ため池の値は令和5年12月末時点
注２：防災重点ため池の値は令和6年3月末時点 ※富山県及び石川県については、令和5年9月末時点の

データを使用している。

中国四国農政局管内

中国四国農政局管内のため池

63%

37％

防災重点ため池＊注２

151,191             52,701               
55,807               19,086               
39,493               13,723               

鳥取県 969                    308                    
島根県 5,014                 1,305                 
岡山県 9,266                 4,012                 
広島県 16,627               6,859                 
山口県 7,617                 1,239                 

16,314               5,363                 
徳島県 540                    363                    
香川県 12,269               3,049                 
愛媛県 3,118                 1,740                 
高知県 387                    211                    

ため池＊注１

中　国

四　国

全　　国
中国四国
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97.8%
（1,216件）

1.5%
（19件）

0.7%
（９件）

豪雨 地震 その他
出典：中国四国農政局農村振興部防災課調べ

管内の農業用ため池の被災原因（Ｈ２６～Ｒ５）

出典：中国四国農政局農村振興部防災課調べ

管内の農業用ため池の被災推移（Ｈ２６～Ｒ５）(箇所) (億円)
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「田んぼダム」の取組
多面的機能支払交付金を活用した取組（徳島県阿南市）
ほ場整備に併せて多面的機能支払交付金を活用して
「田んぼダム」の取組を実施し、周辺農地及び住宅地の
ほか下流域の氾濫被害を軽減。

排水口と
調整堰板設置状況

学識経験者による現地調
査・ワークショップ

徳島大学との連携により
「田んぼダム」の効果検
証に着手

○ 中国四国農政局は管内全ての一級水系（21水系）の流域治水協議会に参画・連携し、従来からの農
地・農業用施設の多面的機能の発揮に加え、農地（田んぼダム）、ため池、農業用水路等を活用した
流域治水の効果的な取組を推進していく。
※管内の二級水系（県管理）の流域治水協議会については、県からの要請に応じて参画。
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２．中国四国地域における農業農村整備の状況
（３）国土強靱化のための農業農村の整備の推進

１）流域治水プロジェクトの推進

水位低下

農業水利施設を活用した浸水対策
農業用水路等の水位調整等による貯水容量の確保（岡山県倉敷市）
老朽化した農業用施設（水路・ため池・排水機場等）の改修・整備や、施設内の土砂等を撤去することに
よる施設の機能回復に加え、農業用水路の事前排水による貯留機能の強化を図る。
令和6年の台風10号や、10月下旬の秋雨前線など、大雨の予測がある時に農業用水路の水位を下げるなど
事前排水の取組を実施している。

農業用水路網図

【水路への貯水容量の確保】 と 【排水機場の排水能力の確保】

整備前 整備後

仮に、平地部の農業用水路（延長約1,500km）の水位を約
1.0m下げた場合約300万ｍ３（東京ドーム約2.5個分）の貯水
容量の確保が可能！！

水路の土砂堆積除去

浚渫後浚渫前

排水機場の整備

倉敷市内に張り巡ら
された農業用水路は、
地域の排水機能も
担っている



２ 中国四国地域における農業農村整備の状況 【参考】スマート農業・省力化・ため池の事例
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２ 中国四国地域における農業農村整備の状況 【参考】スマート農業・省力化・ため池の事例

■ 本地区は県内最大規模の農地である斐川平野に位置し、水稲を中心とした営農が展開されている。
■ 斐川町では「ものづくり」「ひとづくり」「しくみづくり」「あきないづくり」の取組を行い、スマート農業の導入など農業の発展に
向け取り組んでいる。

■ 耐用年数を超過した3排水機場の施設機械の老朽化が著しく、運転に支障を来しており、機能停止が懸念され、また、施設管理者は当
地区の冠水被害の恐れや施設維持管理費の増大など様々な問題を抱えていることから、令和３年度から水利施設等保全高度化事業によ
り施設の集約再編を行っている。

スマート農業への取組、施設の集約・再編【 湖岸北地区（島根県出雲市）】

・斐川平野において米や大麦などを中心とした営農が展開されている。
・ＧＰＳ活用によるトラクター等の自動操縦や自動給水システムなどの先進的なＩＣＴの導入を推進して、
労働時間、コストの削減に取り組んでいる。

スマート農業への取組
自動操縦のトラクター

既存三排水機場を廃止し、湖岸北排水機
場を新設することで集約再編を行う

排水機場の集約を行うことで湛水被害の防止を図
るとともに、維持管理労力、機能復旧にかかる費
用の低減および二次災害の防止を図る。

廃止排水機場①

【老朽化が著しい排水機場】

廃止排水機場③

【耐用年数が超過しているポンプ】

新設排水機場(予定地)

廃止排水機場②

【腐食状況が著しい除塵機】
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２ 中国四国地域における農業農村整備の状況 【参考】スマート農業・省力化・ため池の事例
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２ 中国四国地域における農業農村整備の状況 【参考】スマート農業・省力化・ため池の事例




